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現代日本の初等社会科教科書における「人権」記述の分析

－「市民性」を育成する日韓の人権教育の視点をもとにして－

（社会科教育講座）福田喜彦

An Analysis of "Human Rights" Description
in Elementary Social Studies Textbooks in Modern Japan

-Based on the point of "Citizenship" in human rights education Between Japan and Korea-

Yoshihiko FUKUDA

（平成 27年 7月 8日受理）

１．問題の所在

本研究の目的は、現代日本の初等社会科教科書での

「人権」記述の分析を通して、「市民性」を育成する日

韓の人権教育の視点を考察することである。

「人権の世紀」とよばれる現代において、「人権」を

めぐる諸問題を解決することは、能動的な「市民」に求

められる必須の資質と能力である。(1)「人権」をめぐる

歴史を繙いてみても、1948 年に国連総会で採択された

「世界人権宣言」は、戦後の民主的な社会を形成するう

えで、日本と韓国の両国においても基本的人権を尊重す

る新たな市民社会をつくるための基礎となってきた。そ

の後、人権の保障に向けて、国境を越えた連携が重要な

課題となった。そのため、国連は、「人権教育のための

国連 10年」（1995～ 2004年）を実施し、「人権教育の

ための世界計画」（2005年）の開始が宣言された。その

「第１フェーズ」（2005 ～ 2007 年）では、初等中等教

育に焦点を当てることが決定され、具体的内容を定めた

「行動計画改定案」が採択されている。

日本では、「児童の権利条約」をはじめとする人権関

連の諸条約を締結し、全ての国民に基本的人権の享有を

保障する日本国憲法のもとで人権に関する各般の施策が

講じられている。例えば、近年の人権教育に関する施策

をみてみても、「人権教育・啓発に関する基本計画」

（2002 年）や「人権教育の指導方法等の在り方につい

て」（2004 ～ 2008 年）など人権教育の充実に向けた指

針が学校現場に向けて示されている。(2)

一方、韓国では、民主化が進められた 1990 年代以降、

人権と民主主義の確立に向けた政策が実施されている。

こうしたなか、「国家人権委員会法」（2001 年）の制定

によって、基本的人権の保護と民主的な基本秩序の確立

をめざした「国家人権委員会」が設立され、「人権」理

念の実現化に取り組んでいる。(3)2007 年に国家人権委

員会で開かれた「人権親和的教科書導入のための説明

会」(4)では、人権教育の執筆基準や人権親和的教科書の

意味などを示し、第 7 次教育課程における各教科書で

の人権親和的な教科書の内容を検討している。

このように日本と韓国では「人権」を侵害する様々な

課題に対して、「人権教育」を充実させることで、その

課題に応えようとしている。しかし、こうした現代の日

本と韓国における「人権」の理念の実現はともに十分な

ものではない。(5)

日本では、いじめや体罰など子どもたちが抱える人権

侵害の被害が跡を絶たないのが現状である。他方、韓国

でも、結婚移住者、脱北者の権利など国外者の流入によ

る多文化化の急速な進行という日本が抱える人権問題と
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は異なる状況が生み出されている。

けれども、いまなお課題解決が求められている切実な

問題として、女性、高齢者、障害者、外国人、犯罪被害

者など多くの問題があり、日韓に共通している人権教育

の課題も多い。こうした日韓の人権教育を取り巻く状況

のなかで社会科教育はどのようにその課題に応えていけ

ばよいのであろうか。そのための視点が「市民性」の育

成(6)という視点である。

日本や韓国で学校の公的カリキュラムに位置づけられ

ている社会科は「市民性」を育成する教科である。した

がって、日韓の「社会科」で取り扱う教材の共通点に目

を向けて教材開発を進めていくことで、お互いの国が抱

える共通の問題が見えてくるのではないだろうか。しか

しながら、こうした国境を越えた社会科教育研究の歩み

はまだ端緒についたばかりである。(7)けれども、日本や

韓国で行われている社会科教育のカリキュラムや教科書、

授業を比較的に検討することで、お互いの国が抱える社

会科教育の共通点と相違点が見いださせるのではないだ

ろうか。

これまで日韓の社会科教育研究はそれぞれの国の文脈

によって語られてきた。(8)戦後、日本では、「社会科」、

韓国では、「社会生活科」として日韓の社会科教育はス

タートしたが(9)、「市民性」をめぐる教育の在り方は政

治的な影響を受けながら、大きく変貌を遂げてきた。そ

れでも今日に至るまで「社会科」という教科の枠組みの

なかで初等教育は続いている。民主的な社会を実現する

という社会科の理念はこうした歴史的文脈のなかで受け

継がれてきたのである。(10)しかし、日韓の社会科教育

研究の現状(11)をみると、両国が独自の研究方法の文脈

によって、お互いの相違点に目を向けて論じる傾向が強

いのではないだろうか。だが、国境を越えた教育的課題

を考えていくためには、共通点にこそ目を向けるべきで

あろう。では、現代の日韓の社会科教育が抱える共通の

問題点とは何だろうか。

上記の課題を考えるための方法として、日本と韓国の

社会科教育研究を「市民性」の育成という視点から捉え

直し、現代を起点に「市民性」を育成する社会科教育の

内実を、カリキュラムや教科書の「人権」記述をもとに、

日韓に共通する人権教育の課題から学びあい、相互の

「市民性」を高める社会科教育に寄与する方途を具体的

に検討する。

そこで、本稿では、日本と韓国の人権教育を取り巻く

状況を鑑みながら、初等社会科のカリキュラムや教科書

の記述をもとに、「市民性」を育成する人権教育の在り

方について考察する。それによって、これからの日韓の

初等社会科における「人権教育」の方向性を明らかにし

ていきたい。

２．日本の人権教育を取り巻く状況と社会科のカリキュ

ラム

日本では、2008年に新しい学習指導要領が告示され、

社会科もそれに沿ったカリキュラムで進められてい

る。(12)

小学校の社会科改訂の目標の要点は、「児童が社会生

活や我が国の国土に対する理解と自然災害防止の重要性

についての関心を深めることができるようにすること」

「基礎的・基本的な知識・技能を活用し、学習問題を追

究・解決することができるようにするために、各学年の

段階に応じて、観察、調査したり、地図や地球儀、統計、

年表などの各種の基礎的資料を効果的に活用したり、社

会的事象の意味や働きなどについて考え、表現したりす

る力を育てること」の二点である。

その目標に合わせて改善された学習内容で人権教育と

関わる部分をみてみると、第３学年及び第４学年の地域

に関する学習では、「社会生活を営む上で大切な法やき

まりについて扱うものとする」という文言が加えられて

いる。また、第５学年では、「情報ネットワークを有効

に活用して公共サービスの向上に努めている教育、福祉、

医療、防災などの中から選択して取り上げること」とい

う文言が加わり、第６学年では、「国会と内閣と裁判所

の三権相互の関連、国民の司法参加」という文言が追加

されている。新しい学習指導要領に追加された文言から

人権教育に関する学習内容を検討すると、法やきまりに

関する法教育の視点が人権教育と密接に関連づけられて

いることがわかる。

第３学年及び第４学年の「社会生活を営む上で大切な

法やきまりについて扱うものとする」という文言に関連

して、内容の取扱いでは、地域の健康な生活や生活環境

の維持と向上を図るために、地域の人々が資源の再利用

福田喜彦
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や生活排水の適正な処理などに関する法やきまりを守っ

て生活をしていること、法や自分たちが決めたきまりを

守ることが大切であることを子どもたちが気づくように

している。また、「事故の防止」では、地域の人々が関

係機関と協力して法やきまりを守ること呼びかけたり、

子どもたちに教えたりして、地域の事故防止や防犯に努

めていることなどを取り上げることで、法やきまりを守

ることが地域の安全な生活を営む上で大切であることに

気づくようにしている。

第５学年では、「公害から国民の健康や生活環境を守

ることの大切さ」で、産業の発展、生活様式の変化や都

市化の進展などにより増加した廃棄物の不適切な処理の

結果として人々に有害な影響を及ぼす公害が発生し、国

民の健康や生活環境が脅かされてきたこと、関係の諸機

関をはじめ多くの人々の努力により公害の防止や生活環

境の改善が図られていることを取り上げている。また、

「情報ネットワークを有効に活用して公共サービスの向

上に努めている教育、福祉、医療、防災などの中から選

択して取り上げること」という文言に関連して、情報

ネットワークの利便性に目を向け、情報化の進展によっ

て、人々の生活の向上が図られていることを具体的に調

べること、情報を有効に活用しながら生活する必要があ

ること、情報の送り手として、発信する情報に責任を持

つことが大切であることなどが指摘されている。

第６学年では、「日本国憲法は、国家の理想、天皇の

地位、国民としての権利及び義務など国家や国民生活の

基本を定めていること」で、日本国憲法に示された基本

的人権の尊重、国民主権、平和主義の基本的な原則を取

り上げて調べること、国民の基本的人権は侵すことがで

きない永久の権利として保障されていること、主権は国

民にあること、平和を希求し、その実現や維持のために

尽くすことが国民の義務であること、我が国が国際紛争

を解決する手段としての戦争を永久に放棄していること

を理解させることが示されている。また、「国民として

の権利及び義務」では、生命、自由及び幸福の追求に対

する国民の権利は侵すことのできない永久の権利として

国民に保障されたものであること、参政権は国民主権の

表れであり、民主政治にとって極めて重要であることな

どを理解することができるようにすることが示されてい

る。さらに、「国会と内閣と裁判所の三権相互の関連」

では、三権がそれぞれ大切な働きをしていること、三権

が相互に関連し合っていることなどを理解することが求

められている。

特に、新たに付け加えられた「国民の司法参加」では、

国民が裁判に参加する裁判員制度を取り上げ、法律に基

づいて行われる裁判と国民とのかかわりについて関心を

持つことが重視されている。「我が国の国際交流や国際

協力の様子及び平和な国際社会の実現に努力している国

際連合の働き」では、世界の人々と互いに親善や理解を

深めていることを調べることや世界の平和や発展のため

に貢献していることが取り上げられている。

このように、小学校の学習指導要領のなかでは、社会

科の目標や内容に人権教育と関わる部分が数多く盛り込

まれている。また、学習方法においても、社会的な思考

力や判断力が重視され、第３学年及び第４学年では、地

域社会の社会的事象の特色や相互の関連などについて考

える力、第５学年では、社会的事象の意味について考え

る力、第６学年では、社会的事象の意味をより広い視野

から考える力を育てるようにすることが求められている。

３．日本の初等社会科教科書の「人権」記述

日本の初等社会科教科書(13)には、「人権」がどのよう

に記述されているのだろうか。本稿では、【資料】の視

点をもとに、教科書で考慮しなければならない人権的観

点の検討を行った。第３学年及び第４学年の社会科教科

書には、「事故や事件からくらしを守る」の単元のなか

で「自転車のきまり」に次のように記述されている。

【生活安全課の松島さんの話】

駅前は、たくさんの人が利用します。自転車が放置し

てあると、体の不自由な人やお年寄りには、とても歩

きづらく、あぶないのです。また、自転車を乗るとき

も、道路交通法などの法やきまりを守って、歩く人の

安全を考えて運転することが大切です。私たちは、ま

ちの人たちの声を聞き、ほかの課とも協力して、安全

なまちづくりを進めています。

【出典】東京書籍『新しい社会３・４年下』、25 頁より
引用。
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【資料 教科書で考慮しなければならない人権的観点】

領域 人権的観点

内 内 ・人間の尊厳と価値が盛り込まれているか。

容 容 ・自由、平等、人間の尊厳性などの内容が表されているか。

構 選 ・人権についての条約や制度の重要性が取り扱われているか。

成 択 ・私たちの社会の人権状況を理解できる資料が入っているか。

・人権内容を扱うときに、人権侵害の状況を提示しているか。

・人権内容を扱うときに、子どもたちのレベルで経験する人権状況を提示しているか。

・人権と関連した問題についての社会参加を強調しているか。

・人権の多様な目録を十分に考慮しているか。

・事件や現象についていろいろな観点からみているか。

内 ・人権内容を取り扱うとき、子どもたちが多様な活動を通じて学習できる余地を与えているか。

容 ・人権に関する問題解決を議論できる方法を提示しているか。

提 ・人権に関して子どもたちの間で討論して、意見を交せるように提示しているか。

示 ・慣例化した反人権的な用語を使っていないか。

・少数集団を蔑んでいる用語や表現が使われていないか。

叙 包 ・社会現象について人権を考慮して、批判的に思考できるようになっているか。

述 括 ・私たちの社会で起きている人権問題の状況を具体的に扱っているか。

と 的 ・人権侵害に当たる社会的状況を叙述しているか。

挿 考 ・人権問題の改善のために実践できるようになっているか。

画 慮 ・社会的弱者の観点を理解して、アプローチしているか。

の ・社会の主流の観点だけを取り上げて、多様性を損なっていないか。

提 ・グローバルな人権問題を扱っているか。

示

方
部 ・少数集団や社会的弱者を扱う内容で偏見や固定観念がないか。

法 分 ・少数集団や社会的弱者の多様性を認める内容を含んでいるか。

的 ・少数集団や社会的弱者を主人公にしたり、役割のモデルとして表したりするときに、著しく低い割

考 合で登場していないか。

慮 ・宗教を扱う内容で偏見や固定観念がなく、多様性を認めているか。

【出典】国家人権委員会『人権親和的教科書導入のための説明会』2007年 9月、2-3頁より筆者作成。

「自転車のきまり」では、交通に関する法やきまりが

安心して毎日を送るために大切なものの一つであること

が記述され、人々がより安全な生活のために、法やきま

りをみんなで考え、大切にしていく努力が不可欠である

ことが強調されている。

「ごみしょりと利用」の単元では、「ごみ置き場の様

子」として以下のように記述されている。

【しゅう集作業員の横田さんの話】

ごみを分けて出すことで、週２日集めるもやすごみの

量がへりました。ごみ出しのきまりを守っている市民

のみなさんのおかげです。残念ながら、まだ守ってい

ない人もたまにいるため、シールをはって注意をして

います。ごみを分けて出すことによって、また利用で

きるしげんも集めやすくなりました。

【出典】東京書籍『新しい社会３・４年下』2008年、

57頁より引用。

「ごみ置き場の様子」では、ごみを種類ごとに分けて

出すことで、ごみをすべて燃やすのではなく、資源とし

て利用できるものを取り出し、たくさんあるごみをへら

すための試みがなされていることが記述されている。

このように、第３学年及び第４学年では、「社会生活

を営む上で大切な法やきまり」に関する部分で「人権」

記述をみることができる。

第５学年の「寒い土地の人々のくらし」の単元では、

「守ってきた文化を受けつぐ」に以下のように記述され

ている。

【守ってきた文化を受けつぐ】

北海道で昔から生活していたのは、アイヌの人々で

す。アイヌの人々はどのようなくらしをしてきたので

しょうか。アイヌの人々は、身近にある木や草などで

福田喜彦
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つくったチセに住み、魚や動物、山菜をとったり、あ

わなどのざっこくを育てたりしながら、豊かな自然の

中でくらしていました。自然のめぐみに感謝しなが

ら、すべてのものや生きものに、カムイ（神）を感じ

てくらしていたのです。また、本州やロシアなどと交

流して、絹や木綿、しっきなどを手に入れていまし

た。アイヌの人たちは、自分たちが今まで受けついで

きた文化のよさを多くの人たちに理解してもらうよう

にするとともに、次の世代に引きついでいこうとする

努力を続けています。関東地方に住むアイヌの人たち

が中心となって、自分たちの伝統と現代の新しい音楽

とを組み合わせた作品を発表しているグループもあり

ます。

【出典】東京書籍『新しい社会５年下』2008年、43 頁
より引用。

「守ってきた文化を受けつぐ」では、「ＡＩＮＵ Ｒ

ＥＢＥＬＳの酒井さんの話」（上、43 頁）として、「先

祖から受けつがれてきた伝統を大切にしながら、自分た

ちでつくった音楽と伝統的な音楽とを合わせて、新しい

アイヌ文化を表現しています。アイヌに生まれたことの

ほこりをむねに、アイヌ文化の波を社会に起こしていき

たいと思って活動しています」との記述もあり、日本の

文化の多様性を考えさせるものとなっている。

「情報を生かすわたしたち」の単元では、「受け取る

情報、発信する情報」に以下のように記述されている。

【受け取る情報、発信する情報】

しゅうじさんたちは、情報化に関してのグラフを見な

がら、どんなことが言えるかを話し合ってみました。

「パソコンや携帯電話は、この 10 年くらいで広まり
ました。」「パソコンや携帯電話のふきゅうとインター

ネットが原因の犯罪が増えていることには関係があり

そうです。」「インターネットを使ったいじめが増えて

問題になっています。」社会の情報化が進むにつれ

て、便利なことが増えていきましたが、インターネッ

トを使った犯罪やいじめが増えるなどの問題もあり、

いいことばかりとはいえません。しゅうじさんたち

は、インターネットを使って情報を発信するときに、

気をつけなくてはいけないことを話し合いました。

「インターネットの特ちょうとして、相手が見えなく

ても交流できるということがあげられます。」「一度イ

ンターネットを通して流れてしまった情報は、止める

ことができません。個人情報は特に注意が必要です。

情報を発信するときは、その流した情報によってきず

つく人がいないようによく考えなくてはいけませ

ん。」「メディアリテラシーということがいわれていま

す。わたしたちも身につける必要があると思いま

す。」しゅうじさんたちは、受け取る側のことを考え

て、自分たちから情報を発信する場合に注意すること

をまとめてみました。

【出典】東京書籍『新しい社会５年下』2008年、76 頁
より引用。

「受け取る情報、発信する情報」では、メディアが伝

えるたくさんの情報の中から必要な情報を自分で選び出

し、活用する能力や技能としてメディアリテラシーの必

要性が説かれている。

また、「公害をこえて」の単元では、「水俣に起きた公

害」で以下のように記述されている。

【水俣に起きた公害】

わが国の経済が大きく成長しはじめたころ、各地に公

害がおき、多くの人が病気に苦しみました。熊本県水

俣市周辺で起きた水俣病とはどのような病気だったの

でしょう。「水俣市では、一つの工場が流した有機水

銀が魚に取りこまれ、それを食べた人や、ねこが病気

になったそうです。」「手や足がしびれたり、目や耳が

不自由になったりした子どももいたそうです。」1956
（昭和 31）年にその病気が大きな社会問題になり、
1995（平成 7）年と 2010（平成 22）年の２回、患者
たちと政府が解決に合意しました。しかし、現在もま

だ問題が残っています。水俣市では、このような悲し

いできごとが二度とおこらないようにうったえている

人々がいます。「イタイイタイ病、四日市ぜんそく、

新潟水俣病を合わせて四大公害病といいます。水俣病

以外はどんな公害だったのでしょうか。」わたしたち

は、過去に起こったできごとを次の世代に伝えて、環

境や人々のくらしを守る努力をすることが大切です。

【出典】東京書籍『新しい社会５年下』2008年、

110-111頁より引用。

「水俣に起きた公害」では、工業が発展する一方でど

のような公害が起きたのかを考えさせ、環境と共に生き

るために、水俣市の人々が行っている取り組みが記述さ

れている。

このように、第５学年では、多くの人々の努力により

公害の防止や生活環境の改善が図られている部分に「人

権」記述がみられる。

第６学年の「戦国の世から江戸の世へ」の単元では、

「くらしと身分」のなかで以下のように記述されている。
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【くらしと身分】

江戸時代の社会は、支配者である武士をはじめ、百姓

や町人など、さまざまな身分の人々によって構成され

ていました。武士や町人は、豊臣秀吉の時代から、政

治や経済の中心である城下町に集められました。江戸

をはじめ、全国につくられた城下町では、大名やその

家来たちが住む武家地、寺や神社の地域、町人地な

ど、身分によって住む場所が決められました。町人地

では、町人たちが町という小さな社会にまとまり、商

業や手工業、流通、文化など、さまざまな仕事を営み

ました。都市には、城下町のほか、門前町や港町、宿

場町、鉱山町などがありました。江戸時代の人口の

80 ％以上は、百姓でしめられていました。百姓は、
農村や山村、漁村に住み、農業や山仕事、漁業などを

営んで、米をはじめとする農産物をつくり、山や海か

らの自然のめぐみを得てくらしていました。百姓は、

名主（庄屋）とよばれる有力者を中心に、自分たちで

村を運営しました。幕府や藩は、こうした村のまとま

りを利用し、五人組というしくみをつくらせて、収穫

の半分にもなる重い年貢（税）を納めさせたり、いろ

いろな役（力仕事）をさせたりしました。このほか、

皇族や公家（貴族）、僧や神官などの宗教者、能や歌

舞伎をはじめとする芸能者、絵師、学者、医者など多

くの身分が見られました。また、百姓や町人とは別に

厳しく差別されてきた身分の人々もいました。

【出典】東京書籍『新しい社会６年上』2008年、76-77
頁より引用。

「くらしと身分」では、厳しく差別されてきた人々が

取り上げられている。また、教科書の本文以外の記述で

も、百姓や町人とは別に厳しく差別されてきた身分の

人々が仕事や住む場所、身なりを百姓や町人とは区別さ

れ、村や町の祭りへの参加を拒まれるなど、厳しい差別

のもとにおかれ、幕府や藩も差別を強められたこと、こ

れらの人々は、こうした差別のなかでも、農業や手工業

を営み、芸能で人々を楽しませ、また治安などをになっ

て、社会をささえていたことなどが記述されている。世

界に歩み出した日本」の単元では、「生活や社会の変

化」で普通選挙を求める動きが広がったことについて以

下のように記述されている。

【生活や社会の変化】

人々の民主主義への意識は高まり、普通選挙を求める

運動が広く展開された結果、25 才以上のすべての男
子が、衆議院議員の選挙権をもつようになりました。

女性の地位向上を目指す運動も進められました。それ

まで男性より低く見られ、差別されてきた女性たち

は、平塚らいてうや市川房枝などを中心に、選挙権な

どの権利の獲得、女性や母親の権利を守ることをうっ

たえました。また、明治に入って身分制度が改められ

てからも、就職や結婚などで差別され、苦しめられて

きた人々は、全国水平社をつくり、差別をなくす運動

に立ち上がりました。

【出典】東京書籍『新しい社会６年上』2008年、

122-123頁より引用。

「生活や社会の変化」では、民主主義の始まりとして、

教育が広まり、生活が豊かになってくると、人々の民主

主義への意識が高まり、社会的な権利を主張する動きが

さかんになったことが記述されている。また、「長く続

いた戦争と人々のくらし」の単元では、「戦争と朝鮮の

人々」のなかで、朝鮮人や中国人の人々に対する強制的

な労働に関して以下のように記述されている。

【戦争と朝鮮の人々】

戦争が長引き、日本に働き手が少なくなってくると、

多数の朝鮮人や中国人が強制的に連れてこられて、工

場や鉱山などでひどい条件下で、厳しい労働をさせら

れました。また、朝鮮人は、姓名を日本式の氏名に変

えさせられたり、神社に参拝させられたりしました。

さらに、男性は日本軍の兵士として徴兵され、若い女

性も工場で働かされ、戦争に協力させられました。

【出典】東京書籍『新しい社会６年上』2008年、131 頁
より引用。

「新しい日本、平和な日本へ」の単元では、「民主主

義による国を目指して」のなかで、民主主義の国家をつ

くるために、日本国憲法の制定や女性の選挙権など戦後

改革が進められたことが、以下のように記述されている。

【民主主義による国を目指して】

敗戦によって日本は、アメリカなどの連合国軍に占領

されました。日本の政府は連合国軍の指導により、民

主主義国家として再出発するために、女性に選挙権を

保障する選挙制度をはじめ、戦後改革とよばれる多く

の改革を行いました。「日本国憲法もこのときにつく

られました。ほかにどのような改革があったのか、図

書館で調べてみようと思います。」「わたしは、改革が

行われたころのことを知っている人に聞いてみたいと

思います。そのときの気持ちも知りたいです。」

【出典】東京書籍『新しい社会６年上』2008年、142 頁
より引用。

また、戦後、民主主義を教えるために作られた社会科

教科書である『あたらしい憲法のはなし』を引用して、

平和主義について以下のように記述されている。
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【憲法についての教科書

「あたらしい憲法のはなし」の平和主義に関する内容】

こんどの憲法では、日本の国が、けっして二度と戦争

をしないように、二つのことをきめました。その一つ

は、兵隊も軍艦も飛行機も、およそ戦争をするための

ものは、いっさいもたないということです。（中略）

これからさき日本には、陸軍も海軍も空軍もないので

す。しかしみなさんは、けっして心ぼそく思うことは

ありません。日本は正しいことを、ほかの国よりもさ

きに行ったのです。世の中に、正しいことぐらい強い

ものはありません。

【出典】東京書籍『新しい社会６年上』2008年、143 頁
より引用。

さらに、「これからの日本を考えよう」では、平和で

豊かな国をつくっていくためにはどのような問題がある

のかを考える方法として以下のように記述されている。

【これからの日本を考えよう】

「今、日本は世界のなかでも平和で豊かな国の一つに

数えられているね。」「『よりよく、より豊かに生きた

い。』とそれぞれの時代の人々が努力してきた結果だ

ね。」「でも、まだ課題も出てきているよ。」「どんな問

題があるか話し合い、日本がどのような国になったら

よいか考えようよ。」

・お年寄りや障がいのある人たちの人権は保障されて

いるだろうか。

・子どもの権利はどうだろうか。

・女性の人権や社会参加の権利はどうだろうか。

・歴史で学習してきた差別をなくす問題は解決された

のだろうか。

・アイヌ民族、在日韓国・朝鮮人、外国人への偏見や

差別はどうだろうか。

・ハンセン病などの病気にかかった人たちへの偏見や

差別はどうだろうか。

・また、公害や食糧自給率の低下、経済不況、戦争と

平和などの問題はどうだろうか。

【出典】東京書籍『新しい社会６年上』2008年、148 頁
より引用。

このように、第６学年の歴史的な内容を取り扱う単元

では、これからの日本を考えていくために、「人権」記

述が重視されている。特に、日本の歴史のなかで生み出

されてきた差別意識を克服し、民主主義の広がりによっ

て定着してきた「人権」を尊重する考え方が大切である

ことが教科書のなかで強調されている。

「わたしたちのくらしと日本国憲法」の単元では、

「市の政策と日本国憲法」のなかで、日本国憲法には基

本的人権の尊重、国民主権、平和主義の三つの原則があ

ることを以下のように記述している。

【市の政策と日本国憲法】

ようこさんたちは、堺市がどのような考え方でまちづ

くりを進めているのか、市役所で聞いてみました。日

本国憲法には、基本的人権の尊重、国民主権、平和主

義の三つの原則があります。基本的人権とは、だれも

が生まれながらにしてもっている、人間らしく生きる

ための権利のことです。「人権ふれあいセンターで行

われているふれあいフェアは、人権の大切さをみんな

に伝える行事でもあるんだね。」「憲法の三つの原則に

ついて、市の政治をもとに、具体的に調べてみよ

う。」

【出典】東京書籍『新しい社会６年下』2008年、28-29
頁より引用。

また、堺市が進めているユニバーサルデザインによる

まちづくりと人権の考え方については、以下のように記

述されている。

【市役所の岡林さんの話】

堺市では、すべての人が自由に移動し、活動し、参加

できる「自由都市・堺」の実現を目指しています。そ

のために「おもてなし」の心をまちづくりにいかし、

市民が安心してくらせるような条例や制度もつくって

います。そして、これからもあらゆる人の目線に立っ

たユニバーサルデザインによるまちづくりを進めてい

きたいです。堺市が進めているこのような政策や仕事

は、すべて日本国憲法の考えにもとづいています。

【出典】東京書籍『新しい社会６年下』2008年、28 頁
より引用。

「市の政治と基本的人権の尊重」では、人権ふれあい

センターでの見学をもとに識字・多文化共生学級につい

て以下のように記述されている。

【市の政治と基本的人権の尊重】

ようこさんたちは、人権ふれあいセンターへ見学に行

き、大人の人たちが読み書きを習っている識字・多文

化共生学級について教えてもらいました。「字が読め

ないと外で食事をするにも困るし、買い物に行っても

値段がわからないからとても不安だったそうです。」

「字の読み書きを学ぶことで、安心して生活できるよ

うになるんだね。学級には、日本語を学ぶ外国の人も

たくさんいました。」「堺市では、夜間中学校での学習

も行っているんだね。教育を受ける権利は、憲法で国

民の基本的人権の一つであるとされています。」日本

国憲法は、上の図のように、さまざまな国民としての

権利を、基本的人権として保障しています。また、憲

法には国民が果たさなければならない義務についても

定められています。わたしたちは、憲法の定める権利

を正しく行使するとともに、おたがいの権利を尊重す

る態度を身につけるよう努力しなければなりません。

そして、国民としての義務を果たしていく必要があり

ます。これらは、わたしたちが社会生活を営んでいく

うえで、欠かせないことがらです。

【出典】東京書籍『新しい社会６年下』2008年、30-31
頁より引用。
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また、「市の政治と基本的人権の尊重」では、「基本的

人権」が、人が人間として当然もっている権利で、生ま

れてから死ぬまですべての国民に保障され、わたしたち

一人ひとりが個人として尊重されることは、憲法にも記

されていることが示されている。

「市の政治と国民主権」では、「主権」とは、国の政

治のあり方を最終的に決定することで、国民主権とは国

民がその役目をになうことを示しているため、わたした

ちは定められた権利をきちんと使うことが求められるこ

とが記述されている。

さらに、「市の政治と平和主義」では、堺市の「平和

と人権資料館」の様子や日本国憲法に示された平和につ

いて以下のように記述されている。

【市の政治と平和主義】

堺市の「平和と人権資料館」は、戦争の悲惨さ、平和

の尊さ、おたがいの人権を尊重することの大切さを

うったえるとともに、そのことを次の世代に伝えるた

めに建てられました。歴史の学習で学んだように、戦

争は人の命をうばい、生活を破壊するだけでなく、心

に大きな傷跡を残します。日本国憲法の前文には、平

和へのちかいが書かれています。それは二度と戦争を

しないという国民の決意を示したものです。憲法の条

文では、外国との争いごとを武力で解決しない、その

ための戦力をもたないと定めています。また、日本の

国会と政府は、「核兵器をもたない、つくらない、も

ちこませない」こと（非核三原則）を定め、平和主義

の精神を実現する努力をしています。毎年、８月を中

心に、戦争でなくなった人々を慰霊し、平和をいのる

式典が日本の各地で行われています。かつて広島と長

崎に原爆を落とされた日本は、世界でただ一つの被爆

国として、国際社会において平和の大切さや核兵器を

なくすことをうったえ続けています。

【出典】東京書籍『新しい社会６年下』2008年、34-35
頁より引用。

「これからの世界、これからの日本」では、世界の国

がそれぞれの文化や伝統を大切にしながら生活している

ことについて以下のように記述している。

【これからの世界、これからの日本】

世界には、多くの国や地域があり、さまざまな人々が

それぞれの文化や伝統を大切にしながら生活していま

す。自国の文化や伝統を大切にする一方で、おたがい

の文化や伝統を理解し合い、差別や偏見なく交流する

ことが、世界の人々と手をつなぐ第一歩です。「相手

を理解するためにも、みんなが相手の言葉に耳をかた

むけることができる世界にしたいと思います。」「自分

の考えを相手にわかりやすく話す努力もだいじで

す。」「みんなが住んでいるかけがえのない地球を守っ

ていくためにも、世界の人々が助け合っていくことが

大切なんだね。」

【出典】東京書籍『新しい社会６年下』2008年、74 頁
より引用。

４．日本の初等社会科教科書の「人権」記述の特色

日本の初等社会科教科書の「人権」記述を各学年で比

較してみると、第３学年から第６学年へと学年が進行す

るにつれて具体的な「人権」記述が増加している。第６

学年は、歴史的な内容を取り扱う単元、政治的な内容を

取り扱う単元、国際理解的な内容を取り扱う単元の３つ

の単元から大きく構成されているが、歴史的な内容と政

治的な内容の単元に「人権」記述に配慮した内容が多く

盛り込まれている。

歴史的な内容を取り扱う単元では、身分制度によって

「人権」が制限されていた時代を学ぶことで、身分制社

会のあり方を子どもたちに考えさせるものとなっている。

こうした傾向は、日本で進められてきた同和問題に対す

る取り組みと人権教育の歩みとが重なっているためであ

る。1965 年に「同和対策審議会答申」が出された後、

1969年には、「同和対策事業特別措置法」が制定された。

その後も、同和問題に対するこうした施策が今日まで継

続している。(14)

こうした身分制度による人権侵害の歴史的展開という

視点が初等社会科教科書のなかに「人権」記述として記

載されている。第６学年の「戦国の世から江戸の時代

へ」の単元では、「くらしと身分」という視点で「人

権」記述がみられる。この単元のねらいでは、百姓や町

人とは別の身分とされたことによって、居住地や交際で

制限を受けることもあったことを知ることが盛り込まれ

ている。また、「明治の新しい世の中」では、百姓と町

人とは別に厳しく差別されてきた人々が「解放令」に

よって法的には平民と同等になったが、その後は生活の

困窮が起こるなど問題があったことが触れられている。

このような身分制度による差別を人権侵害と捉えて子

どもたちに考えさせる視点は、日本の初等社会科書にみ

られる特徴である。

一方、「板垣退助と自由民権運動」「伊藤博文と国会開
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設、大日本帝国憲法」のように、国民の権利や義務が歴

史的にどのように獲得されてきたのかを子どもたちに考

えさせる記述もみられる。近代的な国家形成の過程で生

み出された生活や社会の変化を「自由民権」という思想

や「国会開設」の動きなどの記述から「人権」のあり方

を捉えさせようとしている。特に、「世界に歩み出した

日本」の単元では、「生活や社会の変化」のなかで、普

通選挙を求める運動が広がったことは、「人権」を考え

させるために重要な記述となっている。ここでは、民主

主義への意識の高まりや社会的な権利を主張する動きな

ど「人権」の視点を子どもたちに考えさせるものとなっ

ている。代表的な人物としては、足尾銅山事件で献身的

に努力した「田中正造」が取り上げられている。また、

「長く続いた戦争の人々のくらし」の単元では、「戦争

と朝鮮の人々」のなかで、戦時中の朝鮮人や中国人への

強制労働や創氏改名など人権侵害の視点が取り上げられ

ている。戦後の民主的な改革の過程では、「新しい日本、

平和な日本」の単元で、『あたらしい憲法のはなし』が

「人権」を考える資料として紹介されている。このよう

な歴史的な内容を取り扱う単元のまとめとして、「これ

からの日本を考えよう」のなかで、「高齢者」「障害者」

「子ども」「女性」「アイヌ民族」「在日韓国・朝鮮人」

「外国人」「ハンセン病などの病気にかかった人たち」

など、これからの日本を考えていくための視点として、

これらの「人権」記述が重視されている。

政治的な内容を取り扱う単元では、「国会の働き」「裁

判所の働き」の単元で、国民が政治に参加するために重

要な権利であること、国民の権利を守るために法律に基

づいて問題を解決することが「人権」記述としてみられ

る。特に、近年始まった「裁判員制度」は、国民の感覚

や視点を裁判に生かすものとして記述されている。また、

「わたしたちのくらしと日本国憲法」の単元では、「基

本的人権の尊重」「国民主権」「平和主義」の三つの原則

が日本国憲法の理念となっていることを「人権」記述と

して重視している。こうした理念をもとに進められてい

るまちづくりの事例として、「ノーマライゼーション」

「ユニバーサルデザイン」という概念が「人権」記述の

具体的事例として紹介されている。さらに、「市の政治

と基本的人権の尊重」では、人が人間として当然もって

いる権利としての「基本的人権」が憲法に示されている

ことが具体的に「人権」記述として記載されている。こ

うした視点は、日本国憲法の「平和主義」の理念とも結

びつけられている。例えば、「市の政治と平和主義」で

は、「日本国憲法の前文」や「平和と人権資料館」など

が「人権」記述として描かれている。

このように、日本の初等社会科教科書の「人権」記述

は、「事件や事故からくらしを守る」「守ってきた文化を

受けつぐ」のように第３学年及び第４学年での地域学習、

「情報を生かす私たち」「環境を守る私たち」のような

第５学年での産業学習、国土学習などをもとにして、第

６学年での歴史学習、政治学習、国際理解学習で総合的

に「人権」を学んでいくものとなっている。

５．成果と課題

本稿では、現代日本の初等社会科教科書での「人権」

記述の比較を通じて、「市民性」を育成する人権教育の

視点を考察した。本稿で明らかになったのは、以下の３

点である。

第一に、市民性を育成する日韓の共通的な課題を「人

権」記述をもとに授業開発できる可能性である。日本と

韓国の初等社会科教科書の構成の大きな違いは、歴史学

習が位置づけられている学年である。日本では第６学年

で歴史学習を学んだ後に、政治学習や国際理解学習へと

進む形になっているが、韓国では第５学年で歴史学習を

一年間学んでいる。しかし、市民性を視点にして、「人

権」記述を学習する内容配列(15)をみてみると、第６学

年が最も比率の高い記述となっていた。直接的に「人

権」の内容を取り扱う単元が第６学年には多く配当され

ている。このような教科書分析の視点から日韓で市民性

を扱う学習内容を共同的に開発していく場合、第６学年

に位置づけられている「人権」記述をもとに考えること

ができる可能性を示唆できる。特に、日韓で共通して課

題となっている「高齢者」「障害者」「女性」「子ども」

「外国人」「傷病者」などへの人権侵害の課題はそれぞ

れの国内の問題にとどまるものではなく、国際的な視点

で学習しなければならないであろう。(16)

第二に、市民性を育成するための学習内容として現在

の社会科でのスコープとシークエンスを再検討すること

である。日本と韓国では、第３学年及び第４学年で地域
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学習を展開しているが、相違点も存在している。韓国の

第４学年に配当されているマイノリティに対する「人

権」記述である。これは、日本と比べて韓国が急速に多

文化化が進行していることと関係があると考えられる。

日本では、第６学年の最後に国際理解学習が位置づけら

れ、障害者への「人権」記述はみられるが、外国人や性

的少数者など国内のほかのマイノリティに対する「人

権」記述への配慮が十分なものではない。(17)一方、韓

国では第４学年ですでに多文化への理解を促す「人権」

記述が多くみられる。お互いの国の文化的背景を踏まえ

つつ、子どもたちの発達段階を捉えた市民性育成のため

のカリキュラムの開発が必要とされるのではないだろう

か。同心円的な拡大に基づく、社会科の学習内容の理解

にだけにとどまらず、これからの社会科教育研究におい

て教師と子どもが市民性を育成できる柔軟なスコープと

シークエンスを考えていく必要がある。

第三に、情報化や科学技術の進展によって生起する新

たな「人権」記述に対応するために、どのような市民性

が求められるのかを歴史的に考察していくことである。

「人権」記述の視点から日本と韓国の歴史的展開を振り

返ってみると、初等社会科教科書での歴史的な学習の叙

述内容には大きな違いがみられる。日本では、近世・近

代の身分制度から人権問題を繙いているのに対して、韓

国では、近代の民主主義のプロセスよりも平和的な政権

交代による民主化の過程が「人権」記述として重視され、

こうした背景には、近代の植民地支配の問題が影響して

いる。日本の初等社会科教科書にも戦時中の朝鮮人・中

国人への強制労働に対する問題が「人権」記述として記

載されているが、韓国の初等社会科教科書と比較すると

わずかな分量である。こうした歴史認識の問題の相克を

どのように解決していくのかを教科書記述の叙述様式か

ら検討する必要がある。(18)いまなお、続く日本と韓国

の歴史の溝を埋めていくための努力を続けることが求め

られているが、市民性を育成する視点から「人権」記述

に配慮することで教科書記述の叙述様式を変えていくこ

とができるのではないだろうか。「人権」を尊重する社

会形成のために日韓を展望する視点が求められる。

このように、本稿では、現代日本の初等社会科教科書

での「人権」記述の分析を通じて、「市民性」を育成す

る日韓の人権教育の視点についていくつかの示唆を得る

ことができた。

今後の課題としては、本稿での考察をもとに、戦後の

日本と韓国の初等社会科における「人権教育」に関する

教育課程、教科書記述、授業実践を比較し、市民性教育

の歴史研究の方法論や枠組みを明らかにしていくことが

必要であろう。
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